
地域福祉支援計画評価委員会　委員意見対応表

委員意見 委員名 対応区分 対応案 担当課

○成果指標

最近は地域の自然な支え合いの声かけがなくなってきてお
り、そのような意識が底上げされるといい。個性や多様性を
お互い認め支え合う社会が本当の福祉社会であり、誰もがで
きる福祉活動を底上げしていくことも大切。

五味
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

困っている人を見かけた際に声かけができる
意識の底上げに向け、計画のⅡ3【主な取組】
(4)①に記載のとおり、人々が持つ多様な特性
や違いを認め合い、住む人も訪れる人も社会
的に安心して過ごせる地域を目指して、ユニ
バーサルデザインの情報発信や普及、実践支
援を行っていきます。（P29）

県民生活課

「困っている人を見かけた際に声をかけたことがある県民の
割合」「心のユニバーサルデザインを促進する講座の実施回
数」は大切なことである。より進めていくために、これを
パーセンテージにするかについては、また考えていただきた
い。

見野
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

本指標については、東京オリンピック・パラ
リンピック開催に向けて、来訪された方が気
持ちよく過ごしていただけるよう、声をかけ
て助けるような考えで、総合計画の分野別計
画である「ふじのくにユニバーサルデザイン
推進計画」において設定した経緯がありま
す。御意見を踏まえ、今後、指標のあり方な
どについて検討していきます。

県民生活課

○活動指標

「県立高等学校のうち保育・介護体験を実施している学校の
割合」について、障害理解のためには施設に来て実際に触れ
合ってほしいがオンラインの取組が増えている。障害分野の
改善だけでは進まないので教育機関の現状も把握しながら、
よりよい方向性を確認する必要がある。

諸田
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

計画のⅠ3【主な取組】(1)③に記載のとお
り、保育所、幼稚園、高齢者福祉施設等にお
ける保育・介護体験実習を推進し、子育てや
介護の意義を学ぶとともに、少子高齢社会の
課題に対する認識を深めていきます。（P14）

高校教育課
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委員意見 委員名 対応区分 対応案 担当課

「県内の乗降客数2,000人/日以上の鉄道駅のユニバーサルデ
ザイン化の割合」について、地方では少子化が進み高校等の
統廃合も進んでいる。高校が一つ集約されただけで乗降客数
も変わるから、人口減少も考えながら、対象人数や駅の数の
考え方を検討していく必要がある。

竹内
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

国の移動円滑化の促進に関する基本方針で
は、令和７年度に、基本構想の生活関連施設
に位置付けられた2,000人以上/日の施設を原
則100%バリアフリー化することを目標として
います。令和８年度以降の目標について、国
の動向を注視しながら県の対応を検討してい
きます。

地域交通課

「成年後見制度利用促進研修参加人数」について、普及とい
う目的を考えれば、配信を含めたトータルの受講者数として
もいい。

竹内
委員

中間見直
しに反映

令和５年度以降、録画配信の再生回数も受講
者数に含めることとします。

地域福祉課

○包括的支援体制、重層的支援体制整備事業

重層的支援体制整備事業の実施市町が少ない状況にある。小
さな町は多機関連携ができている感覚があり、顔は見えてい
るが解決のための仕組み作りが無いところが多いので、小さ
な町への本事業の重要性の周知が重要。中間見直しではそこ
を入れてほしい。

土屋
委員

中間見直
しに反映

計画のⅢ1【主な取組】(1)⑤に記載のとお
り、重層的支援体制整備事業について、「事
業の主旨や必要性を周知して促進していく」
旨を追記しました。（P40）

福祉長寿政
策課

包括的支援体制では敷居の低い相談が重要。居場所など市民
が集まりやすい場所を地域に作り、そこに行政が出かけて相
談をキャッチする。行政とアウトリーチの中間の相談機関を
たくさん作ることに向けた行政の取組が重要。

稲垣
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

計画のⅡ1【主な取組】(4)に記載のとおり、
生活支援コーディネーターの養成や、通いの
場の好事例の情報提供などにより、多様な
人・世代が集う居場所づくりと住民参加を促
進していきます。（P19）

福祉長寿政
策課



委員意見 委員名 対応区分 対応案 担当課

○孤独・孤立対策

単身高齢者や生活困窮、ヤングケアラー等、自助共助公助が
できなくなり問題が複合化している。その問題を起こさない
ための予防を社会に訴えて、課題解決に参加する人が増えて
いくといい。

見野
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

孤独・孤立の問題は人生のあらゆる場面で誰
にでも起こり得ることであり、社会全体で対
応していく必要があることを啓発していきま
す。
また、要配慮者支援に取り組むＮＰＯ等と連
携していくなかで、課題解決型の支援ととも
に、委員御指摘の予防の観点からの取組につ
いても検討していきます。

福祉長寿政
策課

地域における相談で、声を出さない、出せない人たちを相談
機関へ繋げていくかが重要。地域住民の状況を一番知ってい
るのは地域住民であり、お互いの支え合いが大切だが、そこ
が弱くなっている。民生委員、自治会や町内会の役員のなり
手不足など、地域での関わり方が昔に比べて希薄化してい
る。地域のことを地域の皆さんと考える仕立てができない
か。そうすれば孤独孤立の世帯の状況も関係者に伝わってく
ると思う。

岩倉
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

孤独・孤立の方を必要な支援につなげるた
め、民生委員などの福祉関係者にも協力いた
だきながら、アウトリーチによる実態把握の
取組を促進していきます。
また、世代や属性を超えて交流できる場や居
場所づくりなど、地域住民同士の顔の見える
関係性の育成に向けて、市町における地域づ
くりに向けた支援を促進していきます。

福祉長寿政
策課

○民生委員・児童委員

民生委員のなり手不足では、75歳を一つの区切りとして辞め
る方が多い。まだまだ経験も積んで、これから頑張ってもら
える方だと思うので、年齢の問題も考えてみてはどうか。

岩倉
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

年齢の問題については、県民生委員児童委員
協議会と協議を進めています。

地域福祉課



委員意見 委員名 対応区分 対応案 担当課

○居場所、通いの場

「自立し社会参加していると感じている障害のある人の割
合」については、重層的支援体制整備事業の中に参加支援が
あり、分野を横断した共生の居場所を作っていくことが大
切。そのような中、障害、高齢、認知症などの相互理解がな
いと進まず、居場所を新たに作るのは難しいと現場で感じ
る。今ある社会資源や居場所について、いかに考え方を変え
ながら居心地のいい場所にしていくかを改めて周知していく
必要がある。

諸田
委員

中間見直
しに反映

計画のⅢ1【主な取組】(4)③に記載のとお
り、ふじのくに型福祉サービス等の推進につ
いて、中間見直し案に、取組が広がるように
好事例の情報発信や取り組もうとする団体や
事業所へアドバイスを行うことを追記しまし
た。（P42）

福祉長寿政
策課

「通いの場の設置数」では、1ヶ月に1回の会を通いの場とし
て位置づけていいものかどうか。地域福祉と介護保険事業を
一体的に進めていく上でも、何をもって通いの場と言うの
か、今の段階から次期計画に向けて研究していく必要があ
る。

稲垣
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

通いの場の設置数の把握は、厚生労働省が毎
年実施する実施状況調査に基づき毎年行われ
ており、同調査の要領で、月１回以上の活動
実績がある通いの場について計上するよう定
められております。
地域福祉と介護保険事業を一体的に進めてい
く上で通いの場は重要であるため、市町等と
の情報交換により現状を把握し、どのような
支援が必要か検討してまいります。

健康増進課

○社会福祉人材センター

人材雇用の手段として有料職業紹介があり、現場では費用負
担が発生して支出増に繋がっている。今一度、福祉人材セン
ターの活用、ハローワークの効率的機能など、そもそもの機
能を果たしていくという原点を見直した方がいいのではない
か。

諸田
委員

中間見直
しに反映

計画のⅢ４【主な取組】(4)②に記載のとお
り、公的な人材紹介事業の体制強化に向けて
県社会福祉人材センターの運営等を支援して
いきます。(P60)

福祉長寿政
策課



委員意見 委員名 対応区分 対応案 担当課

○要配慮者の個別避難計画

災害時の要配慮者への対応で、個別避難計画書が策定されて
いるところが非常に少ない。どの市町も誰が作成するかで手
間がかかっていると思う。個別避難計画書をもとに、地域の
皆さんで困っている方をどう支援していくか一つの話題にす
ることで計画を立てやすくなると思う。

岩倉
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

令和５年11月現在、全市町で個別避難計画策
定に着手できたため、次のステップとして優
先度の高い避難行動要支援者全員の計画を策
定できるよう優良事例の横展開や意見交換
会、伴走支援等の実施により市町を支援して
いきます。

健康福祉部
企画政策課

○難病対策

難病は700以上あり、治っても小さいときに受けた抗がん剤や
放射線の影響が成人になって出る晩期障害がある。病院では
体制があるが、外では体制ができておらず、本人や家庭が苦
労している。小さい子供の難病対策とそのフォローの項目を
加えてほしい。

中村
委員

中間見直
しに反映

計画のⅢ1【主な取組】(5)①に記載のとお
り、小児慢性特定疾病児童等とその家族に対
する支援内容を追記しました。（P42）

疾病対策課
こども家庭

課

○ひきこもり支援

内閣府の調査でひきこもりが全国に146万人いて、40歳から64
歳は女性が52.3％で男性より多く、15歳から64歳の、約50人
に1人が引きこもりと明らかになった。また、厚生労働省はひ
きこもり支援のマニュアル策定を進めている。

中村
委員

中間見直
しに反映

内閣府のひきこもり調査結果(R4)、厚生労働
省がひきこもり支援のマニュアル策定を進め
ていることを追記しました。（P46）

障害福祉課

ひきこもりも一つの生き方という考え方もあるのではない
か。人にはいろんな生き方があり、本人が何らかの形で自分
を発揮できれば、それによって社会が作られているといった
意識に変わればいい。感謝されたり役に立ったと思えること
が、その人にとって一番嬉しいということを忘れてはいけな
いと思う。

中村
委員
五味
委員

御意見の
趣旨を踏
まえ取り
組む

ひきこもり支援センターでは、一人ひとりの
想いに寄り添い、個々の相談者の状況に配慮
した支援に努めていきます。
主観や感情に関わる「孤独」への対応につい
ては、個人の内心に関わる点に留意し、状況
に応じた対応に努めていきます。

障害福祉課
福祉長寿政
策課


